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地方創生を実りあるものにするために
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【１】 地域活性化（ふるさと創生）

地方での「雇用の場」の創出

【２】 働き方改革

長時間労働の抑制、男性の家事・育児参画、

女性活躍、同一労働・同一賃金、テレワーク 等

【３】 結婚・出産・子育て支援

待機児童解消、日本版「ネウボラ」 等

【４】 イノベーション

ＡＩ、ロボット、ＩＯＴ、ビッグデータ、ＩＣＴ 等

【５】 まちづくり
コンパクト＋ネットワーク

「空き家」、「所有者不明土地」対策

【６】 移民、事実婚

【７】 東京一極集中の是正

東京２３区内の立地規制

地方創生の課題
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＋338万人

1億2,709万人

1億1,662万人

8,674万人
減少

▲221万人

減少
▲856万人

より急速に
減少

▲2,355万
人

100.6万人
（1.46）
※１

74.9万人
（1.34）

48.2万人
（1.35）

（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」

※１ 出典：2015（平成27）年人口動態統計
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今後の人口構造の変化



○ ⽣産年齢⼈⼝（15〜64歳）：約330万⼈減
→ 就業者ベースでは、概ね190万⼈の⾃然減

○ 就業者数（労働⼒調査）：106万⼈増（実質約300万⼈の増）
・⼥性：100万⼈増

うち 65歳以上：57万⼈増、15〜64歳：43万⼈増
・男性：６万⼈増

うち 65歳以上：77万⼈増、15〜64歳：71万⼈減

○ 就業形態別
正規職員：36万⼈減、⾮正規職員：167万⼈増

○ ⾮正規職員増の内訳
・⼥性：98万⼈増

うち 65歳以上：39万⼈増、15〜64歳：59万⼈増
・男性：68万⼈増

うち 65歳以上：49万⼈増、15〜64歳：19万⼈増
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人口構造の変化（平成25年から27年の３年間）



若年⼈材が、毎年約１０万⼈、東京に流出している。
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98

（単位：人）

地方圏は20台中心

に大幅な転出超過。
東京圏に転入。

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（注）地域区分は以下のとおり。
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県
大阪圏 ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
地方圏 ：三大都市圏（東京圏、名古屋圏、大阪圏）以外の地域

年齢別転入超過数の状況（2013年）

 毎年、地方圏から東京圏へ、約１０万人の若者が流出。

 最も働きたいと思う勤務地について、全都道府県の大学生に調査を行ったところ、３大都市圏及び福岡、北海道
（札幌）で７５％を占める。地方就職志望者は４人に１人という結果に。

 残る地方希望の就職人気先も、地方自治体、金融機関等、実業を支援する側の職場に集中する傾向がある。
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東京圏への転入超過数上位６９団体 自然増減率、社会増減率



せっかく地元で就職しても、４割の新卒が２年以内に離職。
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 300人未満企業は4倍を超える求人倍率と人手不足。また、地域の実業を担う中心と考えられる30人未満の事業所
でみると、せっかく採用した新卒が、入社２年目までに４割以上離職している。

＜従業員規模別求人倍率の推移＞ ＜新卒就業者（大学）の事業所規模別離職率＞

5人
未満

5~
29人

30~
99人

100~
499人

1000人以
上

1年目まで 36.1% 27.0% 18.6% 13.8% 8.4%

2年目まで 50.1% 40.3% 29.3% 23.0% 15.5%

出典：リクルート 「ワークス大卒求人倍率調査」（2014年4月）、厚生労働省 「新規学卒者の事業所規模別・産業別離職状況」、中小企業庁 「中小企業の雇用状況に関する調査」（2014年8月公表）



地域しごと問題とは
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 学校教育を修了し、就職する段階で、毎年多くの若者が東京圏での就職を選択。その結果、
毎年約１０万人の若者が地方圏から東京圏に流出。

 院卒・学卒の三大都市圏（＋札幌、福岡）を除く地方圏での就職希望者は４人に一人。地方
で就職した若者も、地域の実業を支える中小規模の事業所で見ると２年以内に４割が離職。

 地域企業から見ると人手不足との評価となるが、他方で、若者からみると、魅力ある職場の
不足は切実な課題。新たなしごとと投資の流れを作ることで、労働生産性、ひいては賃金水
準を引き上げつつ、若者を惹きつけるような職場を増やすことが課題。

今、地域経済で起きていること

労働⽣産性の低さと賃⾦格差

地域経済全体の伸び悩み



賃⾦⽔準は、労働⽣産性と⾼い因果関係を持つ。
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都道府県別
現金給与額

都道府県別
労働生産性

 都道府県別に現金給与額（ボーナス等を除く）をみると、東京、神奈川、愛知、大阪が350万円を超える一方、沖縄、
青森は250万円を下回るなど、大都市圏と地方では、大きな開き。

 傾向としては、現金給与額の大きな自治体ほど、労働生産性も高い傾向に（点線は傾向を対数近似したもの）。

【出典】

現金給与額：

平成26年賃金構造基本統計調
査の現金給与額

労働生産性：
県民経済計算（平成24年度）
県内総生産／就業者数

点線は、それぞれを対数近似し
たもの。
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産業別にみると労働⽣産性の違いは明確
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○産業別労働生産性をみると、製造業が圧倒的に高く、サービス産業は、大都市圏のそれは製造業並みだが、地方
圏では下がるという傾向に。この産業構成の組み合わせが、都道府県別生産性を大きく左右。

出典：総務省「国勢調査」（2010年）、総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」（2012年）等 から作成。

単位
（万円／人） ＜産業別労働生産性 ＞
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労働⽣産性は東京が突出して⾼く、全体で2倍近くの開き
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 県民所得を就業者数で除した労働生産性をみると、全国では２倍近くの大きな開き。
（「帰属家賃」が含まれているため、不動産価格の影響もあることに留意。）

 労働生産性は、産業構造に大きく左右。製造業の比率だけを重ね合わせてみても、一定の相関関係あり。
（サービス業の生産性が高い東京、大阪は例外。サービス業の生産性の高低などにより、一概に該当しないケースもあり。）
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製造業⽐率が⾼いと、⽣産性も⾼い傾向がある
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【滋賀県：３位】

 製造業の比率が高い都道府県を取り出すと、全体的に、労働生産性も高い傾向がある。
（ただし、製造業のウエート以外ににも、別業種の生産性が大きく影響する場合があることに留意。）

【岩手県：３９位】
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１９９０年代以降、いずれの地域も製造業⽐率は低下
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○1990年代以降はどの地域においても趨勢的に製造業が低下、非製造業（すなわちサービス業）が上昇。
○サービス業の生産性対策に手を打たない限り、地域の生産性はますます低下。

出典：（独）経済産業研究所「Ｒ－ＪＩＰデータベース2012」



加えて、地域には、⽣産性の低い労働集約型サービス産業が多い傾向あり。
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サービス業の労働生産性を見ると、労働集約型サービス業（複合サービス業、卸・小売、運輸、医療・福祉など）は労働生産性の低いため、経
済の労働集約型のサービス経済化によって、労働生産性が低下することになる。

資料：総務省「平成24年経済センサスー活動調査」、総務省「平成22年国民経済計算」より作成
注） 付加価値額は、平成24年経済センサスの付加価値額である。
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業種別労働⽣産性の国際⽐較
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 ⽶国と⽐べると、製造業において⾼い⽣産性を誇る⼀⽅で、我が国のGDP及び就業者数の約７割を占
め、地域経済を⽀えるサービス産業を中⼼とした国内産業の⽣産性は低い⽔準にとどまる。

出所：経済産業省

業種別労働⽣産性⽔準（対⽶⽐）と就業者シェア
（2003~2006年の平均）
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労働集約的なサービス業の多さが、地⽅の⽣産性を引き下げている
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 就業者構成比と労働生産性から、都市部（大規模経済圏）と地方圏（小規模経済圏）を比較すると、次の特徴がある。
 労働集約的な卸・小売、医療・福祉等のウエートが高く、かつ、その労働生産性が低い。
 情報通信業、金融など生産性の高い業種を見ると、就業者構成比は低く、その生産性も倍近い開きがある。

情報通信

運輸

卸売・小売
５７３万円
（２６％）

金融
不動産

学術研究

宿泊・飲食

生活関連サービス

教育

医療・福祉
４２６万円
（１６％）

複合サービス

その他

平均生産性
５０７万円

＜大規模経済圏（３０万人以上）の就業者構成比と労働生産性＞（万円）

情報通信

運輸 卸売・小売
３６６万円（２６％）

金融

不動産
学術研究

宿泊・飲食

生活関連サービス

教育
医療・福祉

３３２万円（２１％）

複合サービス

その他

平均生産性
３２１万円

＜小規模経済圏（３０万人未満）の就業者構成比と労働生産性＞

大規模
（３０万以上）

小規模
（３０万未満）

生産性格差
（大／小）

情報通信 826 346 2.4
運輸 458 355 1.3
卸売・小売 573 366 1.6
金融 1315 857 1.5
不動産 743 485 1.5
学術研究等 613 360 1.7
宿泊・飲食 238 202 1.2

 生活関連サービス 316 246 1.3
教育 246 108 2.3

 医療・福祉 426 332 1.3
 複合サービス 419 364 1.2

その他 393 252 1.6

＜規模別労働生産性（万円／人）＞

大規模
（３０万以上）

小規模
（３０万未満）

就業者格差
（大／小）

情報通信 5% 1% 3.9
運輸 9% 9% 1.0
卸売・小売 26% 26% 1.0
金融 4% 3% 1.4
不動産 3% 2% 2.0
学術研究等 5% 4% 1.5
宿泊・飲食 9% 10% 0.9

 生活関連サービス 6% 6% 0.9
教育 7% 7% 1.0

 医療・福祉 16% 21% 0.8
 複合サービス 1% 2% 0.4

その他 9% 9% 1.0

＜規模別就業者構成比＞

（出典）
総務省「国勢調査」（2010年）、
総務省・経済産業省
「経済センサス活動調査」（2012年）等
から作成。
なお、経済センサス活動調査は、

フランチャイズ形式の事業所を含む。



これ以上、産業構造の変化による
生産性の向上は期待できない

地⽅経済共通の課題と処⽅箋

16

製造業、建設業の縮小（雇用減少）

労働集約型サービス業による雇用吸収

労働生産性／賃金の低下

製造業の海外移転、公共工事の縮小

若者の流出加速

1. 今ある産業の生産性を上げ、賃金水準の引き上げを目指す
① マーケテイングを強化し、域外からの売上を増やす： ローカル・ブランデイング
② 投資を進め、労働生産性自体の向上を図る ： ローカル・サービス生産性

2. 地域に新しい産業・事業を生み出す ： ローカル・イノベーション
3. 上記のために必要な、投資を引き出す事業環境の整備 ： 人材・資金環境の整備

アベノミクスによる豊富な資金を地方に還流し
地域に新しいしごとと投資の流れを作る

今、地域経済で起きていること

これからの地域経済に必要なこと



具体的な処⽅箋は、地域特性によって異なる
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 都道府県単位では特徴が掴みにくいため、全国から２３３の経済圏を抽出。
 製造業比率と、農林水産業比率の二つの視点から、経済圏を５つのグループに分類。

１００万人以上の経済圏

１００万人以下の県庁所在
地を含む経済圏

※バブルの大きさは一人あたり
域内総生産を示す



地⽅経済共通の課題と処⽅箋
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農林漁業中核型

特定産業中核型（うち観光）

製造業・農林漁業並立型

ローカル・ブランデイング 重視型

ローカル・イノベーション 重視型

シンプルに考えれば・・・

製造業中核型

都市型

ローカル・サービス生産性 重視型

実際には、複合技が必要

 農林漁業中核型でもサービス業のウエートは半分以上。サービス生産性は全地域共通の課題。
 若者流出が深刻な３０万人未満の経済圏は農業ウエートが高い。よそ者を呼び込み、域外からの消費を

もたらす「観光」とともに、ブランデイング強化による「農業・観光」の稼ぐ力の向上は、喫緊の課
題。

 頼れる地域中核企業が特定できれば、地域中核企業を核に、イノベーションによる新市場の開拓も。



労働⽣産性の国際⽐較（特に、サービス業の拡⼤と低下は特徴的）
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労働生産性の国際比較（1991～2012年）

（備考）内閣府
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 ⽇本の⽣産性は、製造業を除き総じて低く、しかも、サービス業については、1991年から2012年の間に、そ
の⽣産性が低下している。

 特に、労働⽣産性の低いサービス業のシェアが拡⼤したことも、2013年に向けて我が国⽣産性低下の原因に。



企業規模と⽣産性、設備投資と⽣産性の相関関係
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（万円） 

大中堅企業 
816万円 

中小企業 
375万円 

個人 
218万円 

総数 
496万円 

大中堅企業 
739万円 

中小企業 
450万円 

個人 
216万円 

製造業 
608万円 

非製造業 
464万円 

製造業  非製造業 

製造業  非製造業 

大中堅企業比率  46.3％  31.1％ 

中小企業比率  49.2％  53.8％ 

個人企業比率  4.5％  15.1％ 

従業者数の構成比 

 ⾮製造業では、製造業と⽐べて、労働⽣産性の低い中⼩企業や個⼈企業の構成⽐（従業者数）が⾼い。
 設備投資⽔準が⾼い都道府県ほど、労働⽣産性も⾼い傾向あり。投資が活発な地域には製造業ウエートの
⾼い都道府県が多く、結果として、その労働⽣産性も⾼めに出る傾向に。

企業規模・経営組織別の労働生産性 労働生産性と設備投資の関係（都道府県別）



地域の⼩売業、サービス業で急速に進む廃業、遅れる開業
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○2009年から2012年にかけての中小企業の規模別業種別開業・廃業件数を見ると、「小売業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「建設
業」で企業数が大きく減少している。

○「小売業」は廃業件数が多く開業件数が少ないため減少幅が大きい。これは、ＧＭＳやコンビニエンスストアなどの大規模小売業の
進出やネット販売の拡大など流通・小売業界の構造変化が背景。

※「GMS」とは、「General Merchandise Store」の略で、日常生活で必要となる商品を総合的に扱う大規模な小売業態のこと。大規模な小売業態とは、ディスカウントストアや大型ショッピングセンター等をいう。

＜中小企業の規模別業種別開業・廃業件数＞

（出典）2014年版 中小企業白書



サービス業の⽣産性向上に向けて
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 ⼀定の規模がないと投資を誘発できない側⾯あり。同業種間、異業種間など地
域事業者間の連携を促しつつ、⼀定の規模もしくは成⻑可能性のある投資案件
の組成を促す。

 投資資⾦の活⽤や事業者間連携に慣れた海外や全国規模の事業者とも積極的に
連携し、域外から地⽅への投資を引き出す。

 他⽅、今の事業規模のままでも、宿泊業における従業員の働き⽅など改善でき
る項⽬はあり。地道な改善活動を推進する。また、知⾒の共有、⽀援拠点の整
備、⼈材育成など、様々な形でサービス業の改善⽀援環境を整える。
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東北経済連合会
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